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平成１９年６月１日に定めた我孫子市開発等に伴う排水計画技術基（雨水偏） 

及び同附則の改訂ポイント 

 

 

1 様式の押印廃止 

様式第１号、第５号、第７号、第８号 

  ※ただし様式第２号、第２号－２を除く（誓約書） 

 

２ 様式の記述修正 

   様式第１号 ・８施設規模 イ空隙貯留浸透施設を追記 

         ・添付書類 誓約書、その他市長が必要なものを追記 

   様式第２号 ・誓約書（自己の用のもの）に修正 

         ・文面の 竣工後 を 検査後に修正 

   第２号－２ ・誓約書（自己の用のもの以外）に修正 

         ・文面の 竣工後 を 検査後に修正 

   様式第４号 ・文面の 同意 を削除 

   様式第５号 ・文面の 同意を得た排水の放流 を （回答・変更）のあ 

った排水放流申請に修正 

         ・文面の 工事場所 を 所在地に修正 

         ・文面の 竣工図面 を 完成図面に修正 

         ・文面の 写真 を 工事写真に修正 

         ・添付書類に ４その他市長が必要とみとめるもの 追記 

   様式第６号 ・２工事場所 を ２所在地に修正 

         ・４排水放流申請（回答・変更）年月日に修正 

    

          

３ 排水放流変更申請書・回答様式の追加 

   様式第８号、第９号 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 同基準・附則の主な記述修正 

   

  P1  ・（注）事業区域が３００㎡以上の事業とは を追記 

  P2  ・雨水貯留施設規模の算定 ア 布佐北２号幹線流域を削除 

     ・対象面積 を 開発行為等の区域面積に修正 

  P3  ・対象面積 を 開発行為等の区域面積に修正 

     ・開発行為 を 開発行為等に修正 

  P5  ・カ 排水放流変更申請（正・副２部提出）排水放流変更申請は、回

答を受けた排水放流申請の内容について変更しようとするとき

は、様式第８号に必要な書類(図面等の変更前、変更後) を添え

て市長に提出する。 を追記 

     ・オ その他の図面等 透水性舗装を計画する場合は、面積丈量図、

その他排水に関して必要と認められる図面等に修正 

  P6  ・（４）舗装工事 を 浸透性舗装工事に修正 

  P18  ・２ 雨水流出抑制施設の種類 に 空隙貯留浸透施設を追記 

  P19  ・３ 雨水貯留施設を設計する際には掘り込み式 を 自然調整方

式に修正 

  P20  ・４（１）面的整備が行われた地域 を 区画整理事業及び開発行

為等により整備された地域内に、浸水等を起こしていない

地域に修正 

・４（２）新木区画整理地区、布佐平和台開発行為地区 を 新木

駅南側区画整理区域内、布佐平和台開発行為区域内に修正 
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我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編） 

 

１ 目 的 

この基準は、近年の気候変動も鑑みて、豪雨から市民の貴重な財産と快適な

生活環境を守るため、単に雨水排水路整備のみならず、開発行為等（開発行為

に限らず３００㎡以上の建築行為を含む）によって増大する雨水流出量を緩和

させ、水路への負担を軽減し、浸水被害の起こりにくいまちを構築していくこ

とを目的とする。 

 

２ 適用範囲 

この基準は、次に掲げる事業、開発行為等に適用する。 

（１） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項に規定する

開発行為の許可及び同法第４３条第１項の許可を要する事業 

（２） 前号に掲げる事業以外の建築行為などで、自己居住用の専用住宅以外

の住宅又は事業所の建設事業のうち事業区域が３００㎡以上のもの 

（３） その他市長が特に必要と認めた事業 

 

  （注）事業区域が３００㎡以上の事業とは 

 

   例 

    

                                 

 

 

  
事業区域３５０㎡ 

事業区域３５０㎡ 
自己居住用の専用

住宅以外の事業

（事業面積 

住宅３棟を同時期に造成、建

築する事業 

・店舗 

・共同住宅 
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 ３ 雨水排水計画の立て方 

  雨水排水計画は、次の排水計画のフローによる。 

 

下流排水路の検討・現地調査 

↓ 

下流側に放流先を確保する 

↓ 

雨水抑制施設、排水路改修等を市長（治水担当課）と協議 

↓ 

申 請 

 

４ 開発行為等の区域内雨水排水規模の算定 

    雨水排水施設を新設し、又は改修する場合は、次の事項に留意して計画す

る。なお、算定方法等は、我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）

附則（以下「基準附則」という。）に定めるところによる。 

（１） 雨水流出量 

（２） 流出係数 

（３） 確率降雨強度 

（４） 雨水排水施設断面 

 

５ 雨水流出抑制施設の検討 

雨水流出抑制施設は、雨水貯留施設及び雨水浸透施設を用いて計画する。 

なお、雨水流出抑制施設の種類は、基準附則に定めるところによる。 

 

６ 雨水貯留施設規模の算定 

（１） 単位面積当たりの雨水貯留施設規模は、次の表の値を標準とする。 

 

ア 天王台幹線流域、布佐北１号幹線流域 

開発行為等の区域面積 
雨水貯留施設規模（㎥／ha） 

（単位堆積土砂量を含む） 

300㎡以上 5,000㎡未満 ６８０ 

5,000㎡以上 10,000㎡未満 ７９０ 

10,000㎡以上 千葉県における宅地開発等に伴う

雨水排水・貯留浸透計画策定の手引

に準じる。 
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注 自己居住用の専用住宅については、市長（治水課）と別途協議 

 する。 

イ その他の流域 

開発行為等の区域面積 
雨水貯留施設規模（㎥／ha） 

（単位堆積土砂量を含む） 

300㎡以上 10,000㎡未満 ５２０ 

10,000㎡以上 千葉県における宅地開発等に伴う

雨水排水・貯留浸透計画策定の手引

に準じる。 

注１ 開発行為等の区域面積が、10,000㎡未満で、区画整理事業及び開

発行為等により整備された地域において、流域内に浸水等を起こし

ていない地域についての雨水貯留施設規模は、開発等区域の流出係

数を基に定める。 

注２ 自己居住用の専用住宅については、市長（治水課）と別途協議  

する。 

注３ 流域幹線排水路の新設又は改修を行おうとする場合については、

市長（治水課）と別途協議する。 

注４ 前注１に掲げる取り扱いに係る算定等は、基準附則に定めるとこ

ろによる。 

（２） 許容放流量 

開発区域等からの許容放流量は、比流量０．０２５㎥／sec・haとする。

また、許容放流量を満足する排水施設の算定は、基準附則に定めるところ

による。 

（３） 余水放流施設の算定 

余水放流施設は、次に掲げるものにつき、それぞれ基準附則に定めると

ころにより算定する。 

ア 雨水貯留施設への最大流入量 

イ 放流施設断面の算定 

（４） 放流先河川・水路等への影響 

事業者は、放流先河川・水路等への影響について、原則として管理者  

等の同意を得なければならない。 

 

７ 雨水流出抑制施設の必要抑制量 

開発行為等における雨水流出抑制施設の必要抑制量については、全体面積を

対象とする。ただし、道路後退用地がある場合は、その用地を除いて求めるも
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のとする。 

 

８ 雨水浸透施設規模の算定 

雨水浸透施設規模の算定については、施設の貯留量及び浸透量により算定す

る。なお、構造等については、基準附則の定めるところによる。 

 

９ 維持及び管理 

（１） 施設管理者は、施設の機能が損なわれないように努めなければならな

い。なお、維持管理に関する留意事項は、基準附則の定めるところによ

る。 

（２） 開発行為者等（建築行為者などを含む）は、分譲等に際し、貯留施設、

浸透施設等の維持管理に関して、新たな所有者及び管理者に重要事項の

説明を必ず行わなければならない。 

 

１０ 事務手続 

申請は、次の事務手続により行うものとし、事務手続きのフローは、基準附

則の定めるところによる。 

（１） 事業計画の雨水排水協議 

（２） 申請書の提出等 

ア 申請者は、排水放流申請書に誓約書、雨水流出抑制施設計画計算書、

図面等の必要書類を添えて市長に提出する。 

イ 申請者は、回答書を受け取ってから工事に着手する。 

ウ 申請者は、工事が完了したときは、検査申請書に位置図、完成図面、

工事写真等を添えて市長に提出する。 

（３） 事務手続上の注意事項 

ア 排水放流申請（正、副２部提出、うち副は返却） 

（ア） 排水放流申請書は、様式第１号とする。 

（イ） 誓約書は、様式第２号又は様式第２号―２とする。 

（ウ） 雨水流出抑制施設計画計算書は、様式第３号とする。 

なお、添付図面等は、後述の（４）に従い提出する。 

（エ） 流量計算書、ポンプ仕様書等は、必要に応じて提出する。 

イ 排水放流申請に対する回答 

回答は、様式第４号をもって申請者に通知するので申請書類ととも

に保管する。 

ウ 検査申請書（正１部堤出） 

検査申請書は、様式第５号とし、完成図面及び完成写真等を添えて
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市長に提出する。 

エ 確認通知 

検査により申請内容と同等であることが確認できた際は、様式第６

号をもって申請者に排水放流施設確認通知をするので完成書類ととも

に保管すること。 

オ 取下げ届 

申請の取下げをする者は、様式第７号により市長に届け出ること。 

   カ 排水放流変更申請（正・副２部提出、うち副は返却） 

排水放流変更申請は、回答を受けた排水放流申請の内容について変

更しようとするときは、様式第８号に必要な書類(図面等の変更前、変

更後) を添えて市長に提出する。 

 

（４） 添付図面等 

ア 案内図 縮尺１／２，５００～１／５，０００程度のものとし、事  

業、開発行為等の箇所が明確に分かるもの 

イ 土地利用計画図 土地の利用計画が明確に分かるもの 

ウ 排水計画平面図 敷地内排水管の系統を矢印で示し、雨水浸透施設の

所在、調整池の設置箇所、放流口の位置等が明確に分かるものとし、計

画地盤高を記入する。 

エ 調整池容量図 調整池の設計容量等が明確に分かるもの（計画水位、

オリフィス、余水吐け、放流口、放流先接続箇所等の高さ並びに設計寸

法並びに除塵施設及びポンプ設置位置を明記する。） 

オ その他の図面等 透水性舗装を計画する場合は、面積丈量図、その他

排水に関して必要と認められる図面等 

 

１１ 工事写真 

工事の写真を撮影する際は、次の事項に留意しなければならない。また、

写真の撮り忘れの場合には、コア抜きや埋設物を掘り返す場合があるので必

ず明確に撮影をすること。 

（１） 撮影目的が明確に分かるようにする（小黒板に日付、項目、撮影箇  

所、設計数値、出来形数値等を記入し、撮影する。）。 

（２） 竣工後、出来形が確認できないもの（例えば浸透施設の砕石基礎の出

来形や地下式貯留池で、構造上中に入って出来形を確認できないもの等）

は、施工中に必ず出来形を撮影しておく。 

（３） メジャー等で寸法を撮影する際は、寸法が明確に分かるように撮影す

る（一枚の写真に収まらないときは、連続写真とする。）。 
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（４） 浸透性舗装工事は、路盤厚及び舗装厚について必ず撮影する。 

（５） 排水施設に使用する二次製品等は、使用前に一通り撮影しておく。 

（６） 排水施設に使用する単粒度砕石は、見本を検査時に少量残しておき、

工事施工前に全体を撮影しておく。 

 

１２ 管理用地 

開発行為等に伴う排水施設の新設、増設に際しては管理用地を確保し、 

面積及び幅員については市長（治水担当課）と協議しなければならない。ま

た管理用地内には、工作物等を設置してはならない。 

 

１３ 基準の施行日 令和４年４月１日 

 

 

１４ 基準改正の経緯 

 

   平成１９年６月１日 策定 

 

   平成２８年３月７日 

    浸透施設設置禁止範囲の改正 

 

   令和４年４月１日 

    様式の押印廃止、同基準・附則・様式の一部修正、排水放流変更申請

書の追加 
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様式第１号 

排水放流申請書 

                                                               年  月  日 

 我 孫 子 市 長 あて  

 

                      申請者 住所 

氏名                          

  排水の放流をしたいので関係書類等を添え申請します。                

 １ 

 

工事名 

 

 

 

 

  ２ 

 

所在地 

 

 

  ３ 

 

敷地面積 

 

         ｈａ 

  ４ 

 

用  途 

 

 

 ５ 

 

行為種類 

 

 ア 開発行為   イ 建築行為   ウ 道路位置指定  エ その他 

 ６ 直接流出区域 面積 

 

 

理由  

 ７ 

 

雨水流出抑制方法 

 

ア 貯留施設  イ 浸透施設  ウ 貯留、浸透併用 

  

 ８ 

 

 

施設規模 

 

 ア 貯留池（         ｍ3）イ 空隙貯留浸透施設（        ㎥） 

ウ 浸透トレンチ（    ｍ） エ 浸透桝
ます

（         個） 

 オ 浸透性側溝（     ｍ） カ 浸透人孔（     個） 

キ 浸透性舗装（      ㎡） ク その他（       ） 

  

 ９ 

 

貯留施設から 

の放流方法 

 ア 自然流下 

 

 オリフィス口径 φ     ｍｍ 

 イ ポンプ排除 形式           口径      ㎜ 

出力   kw      台数      台 

 

 10 

 

 

余水放流施設 

 

材質 

 口径 φ   ㎜     勾
こう

配     ‰ 

 
 

 11 

 

設 計 者 

住所 

 
氏名                                   電話   （  ） 

12 備   考  

 

添付書類 

□誓約書、□雨水流出抑制施設計画計算書、□位置図、□土地利用計画図、       

□区画割平面図、□排水計画図、□雨水流出抑制施設の平面、□断面図     

□縦断図、□構造図、□流量計算書、□ボーリング柱状図、□構造計算書、        

□ポンプ機能表、□その他市長が必要とするもの 
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様式第２号 

誓 約 書（自己の用のもの） 

 

年   月   日 

 

我 孫 子 市 長 あ て 

 

申請者 住所 

 

氏名             ㊞ 

 

 

このたび、我孫子市            に            す

るに当たり雨水流出抑制施設を設置しますが、検査後はその機能を損なわない

よう、常に維持管理及び清掃を適正に行うとともに、万一環境保全上の障害、

事故、苦情等の問題が生じた場合には、当方の責任において処理し解決するこ

とを誓約いたします。 

なお、検査後に敷地面積の拡張及び建物の増築等を行うときは、事前に市と

協議します。 
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様式第２号―２ 

                           誓 約 書（自己の用のもの以外） 

 

 

年   月   日 

 

我 孫 子 市 長 あ て 

 

申請者 住所 

 

氏名           ㊞ 

 

 

このたび、我孫子市            に            す

るに当たり雨水流出抑制施設を設置しますが、検査後はその機能を損なわない

よう、常に維持管理及び清掃を適正に行うとともに、万一環境保全上の障害、

事故、苦情等の問題が生じた場合には、当方の責任において処理し解決するこ

とを誓約いたします。 

また、住宅販売時等には、買人に対し宅地建物取引業法第３５条で規定する

重要事項として雨水抑制施設が有ることを説明するとともに、雨水抑制施設を

維持管理しなければならないこと、検査後に敷地面積の拡張及び建物の増築等

を行うときは、事前に市と協議するよう説明いたします。 
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様式第３号 

 

1
敷

地
面

積
 h
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）
1
0

敷
地

内
平

均
流
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数
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雨
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設
に

係
る

面
積

（
ア

）
-
（
ウ

）
 h

a 
(イ

）
㎡

㎡

㎡
㎡

３
　

直
接

流
出

区
域

の
面

積
 h

a 
(ウ

）
㎡

㎡

㎡
 ×

㎡

４
　

必
要

抑
制

量
(A

)
㎡

 （
B

)
㎡

　
（
イ

）
　

　
ｈ

ａ
　

×
　

㎥
/
ｈ

ａ
　

＝
　

　
  
　

　
  
ｈ

ａ
　

×
　

　
  
  
　

　
㎡

/
ｈ

ａ
　

＝
㎥

 (
①

）

　
∴

　
C

 ＝
 （

B
）
／

（
Ａ

）
 ＝

（
オ

）

５
　

貯
留

施
設

を
設

置
す

る
場

合
の

設
計

容
量

 ㎥

６
浸

透
施

設
を

設
置

す
る

場
合

の
処

理
容

量
 ㎥

１
１

余
水

放
流

施
設

の
規

模
（
オ

ー
バ

ー
フ

ロ
ー

施
設

）

　
φ

㎜
勾

　
配

‰
　

L
=

ｍ

㎥
/

基
㎥

㎥
/
ｍ

ｍ
㎥

㎥
/
個

個
㎥

㎥
/
ｍ

ｍ
㎥

（
１

）
　

余
水

放
流

施
設

の
流

下
能

力
a 

×
 V

×
=

㎥
/
個

個
㎥

㎥
/
㎡

㎡
㎥

　
a 

：
　

流
水

断
面

積
（
㎡

）
（
矩

形
は

９
割

水
深

）
=

㎡

㎥
/

㎥ ㎥

　
V

 ：
  
流

速
 (
m

/
se

c)
1/
n

×
　
Ｒ

2/
3

×
Ｉ
1/
2

=

７
㎥

　
+

㎥
＝

㎥
（
②

）

（
①

）
≦

（
②

）
　

n
 :
 　

粗
度

係
数

（
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
0
.0

1
3
、

塩
化

ビ
ニ

ー
ル

管
0
.0

1
0
）

８
　

開
発

区
域

か
ら

の
許

容
放

流
量

　
I 
：
 　

勾
配

（
‰

）
　

；
 5

 ‰
 な

ら
　

I＝
0
.0

0
5

　
（
イ

）
ｈ

ａ
　

×
　

㎥
/
ｓｅ

ｃ
/
ｈ

ａ
　

＝
　

 　
ｈ

ａ
　

×
　

　
 　

㎡
/
se

c/
ｈ

ａ
　

＝
 ㎥

/
se

c 
(エ

）
　

R
：
　

 径
深

（
ｍ

）
　

；
 （

円
形

）
　

R
＝

内
径

/
2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
；
（
矩

形
）
　

R
＝

0
.9

×
幅

×
高

さ
/
（
幅

＋
1
.8

×
高

さ
）

９
貯

留
施

設
か

ら
の

放
流

方
法

及
び

施
設

規
模

（
１

）
　

自
然

流
下

（
オ

リ
フ

ィ
ス

）
の

場
合

（
２

）
　

貯
留

施
設

へ
の

最
大

流
入

量

（
円

形
）
　

：
φ

＝
√

４
×

a 
/
 π

  
  
×

　
１

０
０

０
　

＝
　

㎜
Q

＝
1
/
3
6
0
×

(オ
）
×

 I
 ×

（
イ

）
=

（
矩

形
）
　

：
縦

　
　

　
　

　
㎜

 ×
 横

　
　

　
　

　
㎜

　
＝

 a
 ×

 　
　

　
　

7
5
0
/
(t(t

 2
/
3

+
 2

.1
6
 )

=
㎜

/
h
r

t 
: 
流

達
時

間
　

　
  
  
5
分

＋
I/

（
6
0
×

V
)

=
分

a 
: 
a 

=
 (
エ

）
 /

 （
 ｃ

 √
2×

9
.8

×
 h

 ）
＝

㎡
l 
：
貯

水
施

設
ま

で
の

最
延

長
距

離

c 
：
 流

出
係

数
（
 ベ

ル
マ

ウ
ス

付
 0

.9
、

な
し

 0
.6

 ）
ｖ
：
仮

定
流

速
を

使
用

の
場

合
は

　
v＝

1
.2

ｍ
/
se

c

h
 ：

 計
画

水
位

か
ら

オ
リ

フ
ィ

ス
中

心
ま

で
の

高
さ

 （
ｍ

）

（
２

）
　

強
制

排
除

（
ポ

ン
プ

）
の

場
合

台
（
　

  
台

予
備

）

m
/
se

c

㎥
/
se

c

㎥
/
se

c

間
地

、
緑

地
×

０
．

２

空
隙

貯
留

浸
透

施
設

そ
の

他

合
　

計

施
設

名
称

単
位

処
理

量
施

設
規

模
処

理
量

材
　

　
質

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

雨
　

水
　

流
　

出
　

抑
　

制
　

施
　

設
　

設
　

計
　

計
　

画
　

計
　

算
　

書

屋
根

（
建

物
）

×
０

．
９

舗
装

（
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
）

×
０

．
８

５

浸
透

ト
レ

ン
チ

浸
透

桝

透
水

性
側

溝

浸
透

人
孔

合
　

　
　

計

５
 ＋

 ６
 ＝

　
全

揚
程

＝
実

揚
程

 +
  
配

管
に

よ
る

損
失

水
頭
　

　
　

　
　

　
ｍ

 +
 　

　
　

　
ｍ

＝
　

　
　

　
　

　
ｍ

透
水

性
舗

装

そ
の

他
（
　

　
　

　
）

吐
出

量
㎥

/
se

c

ポ
ン

プ
形

式
口

径
 φ

I 
：
 降

雨
強

度

出
 　

力
  
  
 k

w
台

　
数
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様式第４号 

第           号 

年    月     日 

 

                       様 

 

                                       我孫子市長           印 

 

 

                          排水放流申請について（回答） 

 

   年   月   日付けで申請のあった排水の放流については、次の条件を付

します。 

                                                                                

 工事名 

 

 

 

 

 

 所在地 

 

 

 

 条  件 
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様式第５号 

検査申請書 

 

年   月   日 

 

我 孫 子 市 長 あ て 

 

申請者 住所 

 

氏名           

 

年  月  日に回答（   年  月  日変更）のあった排水放流申

請について、完了検査を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

工 事 名 

 

所 在 地 

 

添付書類 

１ 位置図 

２ 完成図面 

３ 工事写真 

４ その他市長が必要とするもの 

 

※ 検査申請書は、検査を受けたい日の１週間前までに提出してください。 

 

※ 写真の撮り忘れの場合は、コア抜きや埋設物を掘り返す場合があります。 



13 

 

様式第６号 

第        号 

年    月    日 

 

             様 

 

                                         我孫子市長       印 

 

 

排水放流施設等確認通知書 

 

申請のとおり施設が設置されたことを確認したので通知します。 

 

 

                                                                                

１ 

 

工事名 

 

 

 

 

 ２ 

 

所在地 

 

  

 ３ 

 

排水放流申請年月日 

 

     年   月   日 

 ４ 

 

排水放流申請回答年月日 

 

      年   月   日 

 ５ 

 

排水放流申請変更年月日 

 

      年   月   日 

 ６ 

 

 検査申請年月日 

 

      年   月   日 

 ７ 検査年月日      年   月   日 
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様式第７号 

 

取下げ届 

 

年   月   日 

 

我 孫 子 市 長 あて 

 

                   申請者 住 所 

 

                                              氏 名                       

 

 

                                         

次のとおり申請を取下げたいので届け出ます。 

 

                                                                                

申請年月日     年  月  日 受付番号  第      号 
 

 

工事名  

所在地  

 取下げ理由 
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様式第８号 

 

排 水 放 流 変 更 申 請 書 

 

年   月   日 

 

我 孫 子 市 長 あて 

 

                   申請者 住 所 

 

                                              氏 名                       

 

  下記の排水放流申請について、別添図書のとおり変更したいので申請します。 

                                                                                

排水放流申請

回答年月日 
    年  月  日 

排水放流申請

回答通知番号 
 第     号 

 

 

工事名  

所在地  

１．変更に係る事項 

 

 

 

２．変更の理由 

 

 

注）添付図書に変更前・変更後と記すこと 

 

設計者      住所                     

 

                 氏名                     

 

                 電話                     
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様式第９号 

第       号 

                           年   月  日 

 

            様 

 

我孫子市長         印 

 

排水放流変更申請について（回答） 

 

年  月  日付けで変更申請のあった排水の放流については、次の条件

を付します。 

 

工事名 

 

 

 

所在地 

 

 

 

 

 

条 件 
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我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）附則 

 

我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）（以下技術基準という。）

に定めるものの他、必要なものを定める。 

 

１ 開発行為等の区域内雨水排水規模の算定は、次によること。 

（１） 雨水流出量の算定 

Ｑ ＝ 
１

３６０
×Ｃ×Ｉ×Ａ 

           Ｑ：雨水流出量（㎥/sec） 

           Ｃ：流出係数 

           Ｉ：降雨強度（㎜/ha） 

           Ａ：排水面積（ha） 

（２） 流出係数 

流出係数（Ｃ）は、次の工種別流出係数より求めることとする。 

工種 流出係数 

屋根 ０．９ 

舗装面 ０．８５ 

間地、緑地 ０．２ 

簡易的には、０．７を目安とする。 

（３） 確率降雨強度 

降雨強度（Ｉ）は、次の布佐式により求めるものとする。 

Ｉ ＝ 
７５０

ｔ

２

３＋２．１６

  ｔ：流達時間（min） 

 

（４） 雨水排水施設断面の算定 

円形及び矩
く

形渠
きょ

の断面は、次の式により求めるものとする。 

 Ｑ ＝ Ａ×Ｖ 

        Ｑ：流下能力（㎥／sec） 

Ａ：断面積 （㎡） 

Ｖ：流速  （ｍ／sec） 

上式におけるＶ（流速）は、マニング公式により求めるものとする。 
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Ｖ ＝  
１

ｎ
×Ｒ

２

３×Ｉ
１

２ 

   ｎ：粗度係数（コンクリート二次製品＝０．０１３、 

塩化ビニール製品＝０．０１０） 

Ｉ：勾
こう

配 

Ｒ：径深（ｍ）；Ａ／Ｐ 

Ｐ：流水の潤辺長（ｍ） 

 

ただし、次の点に留意する。 

ア 管（函）渠
きょ

断面は、円形管を満流、矩
く

形渠
きょ

を９割水深とする。 

イ 流速は、次の範囲内で計画し、上流よりも下流の流速が大き  

くなるようにする。 

  （範囲）Ｖ＝０．８ｍ／sec ～ ３．０ｍ／sec 

 

２ 雨水流出抑制施設の種類は、次のとおりとする。 

 

棟間貯留  

現地貯留    公園貯留 

雨水貯留施設          学校グランド貯留 

調整池     駐車場貯留 

雨水流出抑制施設 

空隙貯留浸透施設 

浸透トレンチ 

浸透桝
ます

 

雨水浸透施設  拡水法     浸透側溝 

浸透性舗装 

井戸法     浸透人孔 
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３ 雨水貯留施設の計画は、次により行うこととする。 

雨水貯留施設を設計する際には自然調整方式を原則とし、日本下水道協会発

行「下水道雨水調整池技術基準（案）」及び河川協会発行「防災調整池技術基

準（案）」に準じる。 

    

（１） 設置位置は、原則として開発区域の雨水を有効に集水できる場所と

する。 

（２） 流入及び放流口には、防塵
じん

施設として必ずスクリーンを設置する。 

（３） ポンプ排水の場合には、必ずポンプピット（釜場）を設ける。 

（４） 管理及び点検のため、維持管理用人孔を設ける。 

（５） 維持管理人孔を設置する場合、蓋
ふた

は満水時の吹き上げを防止するた

めの空気抜きを設けるとともにかぎ付きとする。 

（６） 開口式のもので他の施設と共用しないものにあっては、安全柵
さく

を設

ける。 

（７） 駐車場貯留は、計画水位を５㎝以下とし、流末に雨水を有効に排出

できる施設を設置するとともに貯留施設であることを示す看板を設

置する。 

（８） 調整池を築造するに当たり、側面構造物（擁壁）には、水抜き穴を

設けてはならない。（土留兼用擁壁等） 

（９） 調整池を築造する場合は、オリフィス管と池床との間に必ず土砂堆

積槽を設置する。 

（１０）調整池の堰
えん

堤高は、開発区域等の面積が２，０００㎡未満について

は３ｍ以内とし、２，０００㎡以上は、５ｍ以内とする。この場合に

おいて、余裕高を確保し、余裕高は、３０㎝以上とする。 

（１１）貯留施設の底部は、維持管理が有効に行えるよう放流施設方向に

１％程度の勾
こう

配を設ける。 

（１２）調整池を設置する場合は、名称等記載した看板を設置する。 
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４ 雨水貯留施設規模の算定のうち、イ その他の流域については、次のとお

りとする。 

（１） 区画整理事業及び開発行為等により整備された地域において、浸水等

を起こしていない地域の雨水貯留施設規模は、次の平均流出係数につき

それぞれ定めた規模とする。 

単位（㎥／ha） 

平均流出係数 0.6未満 0.7未満 0.8未満 0.8以上 

雨水貯留施設規模 280 360 440 520 

（２） 流域の水路整備等が完了しているところは、新木駅南側区画整理区域

内、布佐平和台開発行為区域内とし、この地域については、１００㎥／

ｈａとする。 

ただし、１haを超える事業については、この限りではない。 

 

５ 許容放流量のオリフィス断面積の算定は、次によること。 

許容放流量を満足する排水施設の算定 

（１） 自然流下の場合 

雨水貯留施設を設置する場合、許容放流量以下の雨水を放流するのに 

決め手となるのがオリフィス断面とポンプの能力である。オリフィスの断

面積は、許容放流量と計画水位（満水時の水面位置）からオリフィスの中

心までの高さで決定され、次の式となる。 

ａ ＝ 
Ｑ

ｃ×√２×ｇ×ｈ

    式－５ 

ａ：オリフィス断面積（㎡） 

Ｑ：許容放流量（㎥／sec） 

ｃ：流量計数（０．６～０．９） 

ベルマウス有り ０．９ 

〃  無し ０．６ 

ｇ：重力加速度（９．８ｍ／sec2） 

ｈ：計画水位からオリフィス中心   

までの高さ（ｍ） 

ただし、取付けの関係上、やむを得ず放流口の管底高の方がオリフィス

中心の高さよりも高くなる場合には、上式におけるｈの値を計画水位から

放流口の中心高までの高さとする。（オリフィスの最低口径はφ３０㎜と

する。）また、設計する際にオリフィスの口径は、計算値以下の値を用い
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ることとする。 

（２） 強制排除（ポンプ）の場合 

オリフィスの考え方と同様に、ポンプ排水においても許容放流量を超 

えて雨水を排除することはできない。したがって、ポンプを選定する際に

は、全揚程（実揚程+配管等による損失水頭の総和）とポンプの性能曲線

から、その能力以下のポンプ及び放流口の断面を選定する。 

 

６ 余水放流施設の算定は、次によること。 

余水放流施設の算定 

（１） 雨水貯留施設への最大流入量 

雨水貯留施設への最大流入量は、次の雨水流出量の合理式により求 

める。 

Ｑ ＝ 
１

３６０
×Ｃ×Ｉ×Ａ 

（２） 放流施設断面の算定 

放流施設の断面は、流下能力（Ｑ＝Ａ×Ｖ）により求めるものとす  

る。ただし、次の点に留意する。 

ア 断面については、円形管を満流、矩
く

形管を９割水深とする。 

イ 管渠
きょ

断面は、最大流入量に対応した断面とする。 

ウ 流速は、Ｖ ＝  
１

ｎ
×Ｒ

２

３×Ｉ
１

２により計画する。 

（範囲：Ｖ＝０．８m／sec ～ ３．０m／sec） 
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７ 雨水浸透施設規模の算定は、次によること。 

（１） 雨水浸透施設を設置する場合は、次の構造を標準とし、雨水貯留施設

規模より単位処理量を減ずることができる。また、雨水浸透施設が、標

準以外の場合は別途協議を必要とする。 

 

ア 浸透トレンチ 

 

                               透水管の管径 

 透水管 φ150 ㎜～ 

   

  透水シート  

  ６００㎜  

          単粒度砕石  

 （３～５号） 

 

 川  砂 １００㎜ 

 

 ６００～１，０００㎜ 

   

施設処理単位処理量 

幅 ６００㎜             ０．４３㎥／ｍ 

幅 ７００㎜             ０．４８㎥／ｍ 

幅 ８００㎜             ０．５２㎥／ｍ 

幅 ９００㎜             ０．５６㎥／ｍ 

幅１０００㎜             ０．６０㎥／ｍ 
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イ 浸透桝（樹脂製品で桝の脇に穴の空いている物） 

          施設処理単位処理量       ０

 

．５１ｍ3/個 

 

 

  

 φ４００㎜ 

                   ネット 

透水シート ８００㎜ 

  

単粒度砕石（３～５号）   

   

                川   砂      １００㎜ 

          

 φ６００㎜ 
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ウ 浸透性側溝 

      施設処理単位処理量      ０

 

．３０ｍ3/ｍ 

 

 

 

 ３００㎜ 

 

 

透水シート      ６００㎜ 

  

  ２４０㎜ 

単粒度砕石（３～５号） 

                川   砂 １００㎜ 

          

 

 １４０㎜    ４２０㎜   １４０㎜ 

 

 

エ 浸透性舗装 

 施設処理単位処理量             ０

 

．０３ｍ3/㎡  

 

           浸透性アスファルト ５０㎜ 

 

       浸透性路盤 砕石クラッシャーラン     １５０㎜ 

 （C４０） 

             フィルター層 川 砂 ５０㎜ 

      路 床 
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オ 浸透人孔 

 

 

透水シート 

 

 

 

 

                   ｗ１ 

ｈ１      ｈ２ 

 

 

 ゴミよけネット 

 

 

              短粒度砕石３～５号 

                  フィルター層 川 砂      １００㎜  

 

                ｗ２ 

                ｗ３ 

施設処理単位処理量   

ｗ１＝ ９００㎜ ｈ１＝１０００㎜ 

ｗ２＝１７００㎜ ｈ２＝１４９０㎜ 

ｗ３＝２５９４㎜              ６．１１㎥／個 

 

ｗ１＝ ９００㎜ ｈ１＝２０００㎜ 

ｗ２＝１７００㎜ ｈ２＝２４９０㎜ 

ｗ３＝３１９４㎜             １１．６５㎥／個 

 

ｗ１＝１２００㎜ ｈ１＝１０００㎜ 

ｗ２＝２０００㎜ ｈ２＝１４９０㎜ 

ｗ３＝２８９４㎜              ７．９５㎥／個 

 

ｗ１＝１２００㎜ ｈ１＝２０００㎜ 

ｗ２＝２０００㎜ ｈ２＝２４９０㎜ 

ｗ３＝３４９４㎜             １４．７４㎥／個  
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（２） 次の場所については、雨水浸透施設を設置してはならない。 

 

斜面近傍の浸透施設設置禁止範囲の目安 

       

８ 雨水浸透施設の施工上の留意事項 

 雨水浸透施設の施工に当たっては、次の点に留意すること。 

（１）掘削 

  ア 掘削に当たっては、自然の地山状態を出来るだけ保護する。 

イ シャベル等で掘削する場合、側面を剥
は

ぐように掘り、掘削面が平滑に 

ならないように仕上げる。 

ウ 床付面は、突き固めないで、直ちに遮断層用砂を敷く。 

エ 掘削した部分は、その日のうちに雨水浸透施設を設置する。 

（２） 転圧 

ア 浸透トレンチ及び各雨水浸透施設を施工するときは、充填砕石部分の浸

透能力や貯留量を損なわないように転圧の回数及び方法に十分配慮する。 

イ 透水性舗装の施工に当たっては、路床の転圧には十分気をつける。床掘

りの後は、必ず、すぐに砂を敷いて路床の目をつぶさないようにし、アス

ファルト乳剤は、散布しない。 

（３） 目詰まり防止 

ア 掘削及び埋戻し時に、土砂、埋戻し土等が雨水浸透施設砕石部に入らない

ように十分注意して施工する。 

イ 透水性舗装の上等で作業するときは、シート等を敷き、目詰まりを防止す

る。 

９ 貯留施設、浸透施設の維持及び管理は、次のとおり行うこと。 
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維持管理を行う際には、次の事項に留意する。 

（１） 雨水貯留施設にあっては、年１回、その他必要に応じて堆積土砂等の

清掃を行うとともに、ポンプの点検及び特にオリフィスの詰まりには十

分注意する。 

（２） 雨水貯留施設にあっては、通常、立入りを禁止し、その安全管理に努

める。 

（３） 雨水浸透施設にあっては、その目詰まり防止に努めるとともに、住民

にも協力をしてもらう。 

（４） ガス工事、水道工事、建築工事等新たに施工者が立ち入る場合は、当

該施設の趣旨を伝え、施工者にも目詰まりの防止に十分注意してもらう。 

 

１０ 事務手続は、次のとおり行うこと。 

  

申請者  治水担当課協議  申請書を提出  申請書受理 

 

※ 排水放流申請書受理後、おおむね７日で回答を交付 審 査 

 

着 手  回答書 

 

竣 工 

 

検査申請書  受 理 

 

検 査 

 

審 査 

 

通知書受理  排水放流確認通知 

 

１１ 一般施工に関することは、次のとおりとする。 

   施工に関しては、次の事項に留意しなければならない。 

（１） 日本下水道協会発行の「下水道施設設計指針」に準じた施工を行う。 

（２） 使用する排水施設製品はＪＩＳ規格製品とし、それ以外のものについ

ては協議する。 

（３） 本管及び取付管の材質は、ヒューム管又は硬質塩化ビニール管とする。 
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（４） 人孔鉄蓋
ぶた

及び受枠は、鋳
ちゅう

鉄製で浮上防止、転落防止及びがたつき防止

の機能を有するものとし、「市章」及び「雨水」又は「うすい」を使用す

る。 

（５） 設計図書一式を提出し、市長と協議すること。 

 


